
 

令和３年度山口県保安対策委託事業 

液化石油ガス販売事業所保安講習会 

 

【講習内容】 

１ 令和３年度にスタートした新しい自主保安活動 

「ＬＰガス安心サポート推進運動」について・・・資料１ 

２ 被害状況報告書の新様式への移行に伴う「通報 

訓練」の実施について  

（１）被害状況報告書の新様式への移行について・・資料２ 

（２）通報訓練の実施について・・・・・・・・・・資料３ 

 

（東部）令和３年１０月５日（火）13:30～ 

（西部）令和３年１０月６日（水）13:30～ 

 

山口県セミナーパーク「講堂」 

              

                   

             

              

   



 

                              山ＬＰ協第 ４９ 号   

                                                         令和 3 年 ５月２５日  

 

会 員 各 位 

 

                                                （一社）山口県ＬＰガス協会 

                                                    会 長 服部 典之（印略） 

 

 

「ＬＰガス安心サポート推進運動」の実施について 

 

平素からＬＰガスの保安対策の推進に格別のご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、今年度から、（一社）全国ＬＰガス協会において「ＬＰガス安心サポート推進運動」 

がスタートしました。 

この運動は、昨年度まで3年計画で実施された「ＬＰガス快適生活向上運動“もっと安全

さらに安心”」に引き続き、自主保安対策のさらなる推進を図るもので、今年度スタートした

国の「安全高度化計画2030」と連携した運動を展開することにより、保安上の重要課題に

ついてより重点的な対策が可能となっています。 

詳細は別添のとおりであり、当協会においては、県の保安指導方針も踏まえ、令和3年度

重点推進事項を定めています。 

会員の皆様方におかれましては、この運動の取組についてご理解いただき、当協会の推進 

する自主保安活動への引き続きのご協力をよろしくお願い申し上げます。 

 なお、現在、この運動について紹介する講習会をオンラインによる動画配信方式で公開中

です。詳細は、協会ホームページ（会員向け）に掲載しています「令和3年度ＬＰガス保安

講習会（オンライン）の開催について（ご案内）」（令和3年5月24日付け山ＬＰ協第48号）

をご確認ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般社団法人山口県ＬＰガス協会事務局 

TEL.083-925-6361/FAX.083-923-8366 

e-mail：yamalpgasu@mx52.tiki.ne.jp 
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令和３年度にスタートした新しい自主保安運動 

「ＬＰガス安心サポート推進運動」について 
 

１ 新しい「自主保安運動」とは 

 ①平成 24 年度～３年間 「ＬＰガス安全安心向上運動」 

 ②平成 27 年度～３年間  「ＬＰガス安全応援推進運動“すべてはお客様の安心のために”」 

 ③平成 30 年度～３年間  「ＬＰガス快適生活向上運動“もっと安全さらに安心”」 

（全国目標） ①重大事故（Ｂ級以上の事故）ゼロ 

                  ②ＣＯ中毒事故ゼロ 
  

（新しい自主保安運動） 

④令和３年度～ ５年間 「ＬＰガス安心サポート推進運動」 

 （全国目標） ①死亡事故０～ １件未満 

                   ②人身事故０～２５件未満 

 

 

２ 運動の概要 

  国の「安全高度化計画 2030」※のアクションプランと一致した運動を展開 

 【安全高度化計画 2030】（令和３年（2021 年）４月 1 日公表）  

 ①2030 年を目標とした液化石油ガスの保安対策の方向性を示す新たな保安対策指針（今後

10 年間運用され、2026 年に中間評価、計画見直しを実施） 

 ②国、都道府県、第三者機関、ＬＰガス事業者、一般消費者等及び関係事業者等が、それぞれ

主体者となって実施する総合的な保安対策 

 ③事故対策（消費者起因事故対策/販売事業者起因事故対策）、自然災害対策及び保安基盤の

整備の観点からアクションプランを策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別 添 
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３ 具体的な進捗状況管理や進め方（全国ＬＰガス協会） 

◇アクション全体の進捗は、これまでの「安全機器調査票」や「自主保安活動チェックシート」

により業界全体の取り組みを数字で把握。 

◇特に重要な重点取り組み事項として、これまでの「業務用施設ガス警報器連動遮断の推進」

及び「業務用換気警報器の設置促進」に加え、近年の水害の多発化、激甚化を踏まえ、災害

対策として「軒先容器の流出防止対策の徹底」を追加。 

◇その他の取り組みについては、これまで通り各都道府県協会の自主運動に委ねる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 当協会における令和３年度重点推進事項 

  これまでの重点推進事項を基本に、新運動の取組等を加え、令和３年度重点推進事項を決定。 

○全国 LP ガス協会の重点取組事項３点のうち、これまでの当協会の重点推進事項に含まれて

いない「軒先容器の流出防止対策の徹底」を追加 

○西日本豪雨を教訓に、迅速な情報収集を目的として被災状況報告書の様式が見直され、当協

会においても災害対策マニュアルを改訂し、新様式に移行したばかりで、報告意識の醸成を

図るため、「被害状況報告書（新様式）を使用した通報訓練の定期的な実施」を追加 

○新運動の初年度であり、会員へ浸透を図るため「新運動の周知」を追加（令和 3 年度） 

○令和 3 年度山口県保安指導方針に示された重点指導事項を継続。特に、他工事事故が今年に

入っても 3 件連続して発生するなど多発しており、「他工事による事故防止対策」 を徹底。 
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【令和３年度重点推進事項】 ※令和 2 年度との変更点を主体に 

 

（重点推進事項１）販売事業者に起因する事故防止対策 

① 定期点検・調査の確実な実施（県重点） 

② 供給機器の期限管理の徹底 

③ 保安教育の確実な実施、講習会・防災訓練等への積極的な参加（県重点） 

④ 高経年化した埋設管等の適切な維持管理（県重点） 

 

（重点推進事項２）他工事による事故防止対策 

① 他工事への積極的な立ち合い（県重点） 

② 共同住宅の管理者への協力要請（月間） 

② 一般消費者等への周知・啓発活動の実施（県重点） 

 

（重点推進事項３）業務用施設の事故防止対策 

① 業務用換気警報器の設置促進（全 L 協重点） 

② ガス警報器とガスメーターの連動遮断の促進（全 L 協重点） 

 

（重点推進事項４）災害対策 

① ガス放出防止型高圧ホースの普及促進 

① 軒先容器の流出防止対策の徹底（全 L 協重点） 

※これまでの「ガス放出防止型高圧ホースの普及促進」に「容器の二重掛け」を追加。 

② 災害時の支援体制及び連絡体制の整備 

② 災害時における応急生活物資の供給体制の整備 

③ 被害状況報告書（新様式）を使用した通報訓練の定期的な実施 

③ ＬＰガス充填所等における容器流出防止対策の推進 ←高リスク充填所の対策が完了 

 

（重点推進事項５）その他 

 ① 県保安指導方針と相まった重点推進事項の決定 

 ② ＬＰガス消費者保安月間における上記対策の重点的推進 

 ③ 保安委員会による検討 

④ ＬＰガス安心サポート推進運動（新運動）の周知（令和３年度） 

解説１ 

解説２ 

資料２～３で詳しく解説！ 
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解説１ 

 

他工事事業者に起因する事故の防止について 
 

 山口県では、近年、ガス事業者以外の事業者が行う建設工事や上下水道工事等（以下「他工事」

といいます。）に伴うガス管損傷事故が急増しています。 

 このような事故を防止するためには、定期的に巡回し他工事の有無を確認するとともに、他工事

事業者と協議できる環境も整え、事前に工事協議や必要に応じた現場立会を行う必要があります。 

また、そういった事故の発生が想定される一般消費者等から他工事の情報をいち早く入手できる

よう、普段から信頼関係を構築しておくことも重要です。 

 

  

１ 事故発生状況（過去９年間） 
 

年 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3※ 合計 

事故件数 4 4 3 1 １ 6 4 0 ５ 28 

他工事事故 2 2 1 1 １ ３ １ 0 4 15（53.6％） 

  ※令和３年７月２６日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 令和３年度重点推進事項 

 ①他工事への積極的な立ち合い 

 ②一般消費者等への周知・啓発活動の実施 

  →リーフレット「工事をご計画のお客様へ」の作成 

   （主な変更点） 

   ○対象を「共同住宅の管理者」から「一般消費者等」へ拡大 

○販売店による安全対策（特に工事への立ち会い）の明確化 

 

 

 （他工事事業者に起因する事故に限る。） 

本日配布 
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テキスト ボックス

解説２




2

3

https://disaportal.gsi.go.jp/
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山ＬＰ協第 １８０ 号 

令和３年 ３月１９日 

 

会 員 各 位 

 

（一社）山口県ＬＰガス協会 

                          会 長 服部 典之（会長印略） 

 

 

災害時におけるＬＰガス被害状況の迅速な報告について（お願い） 

  

平素から、当協会の事業に格別のご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

 さて、西日本豪雨災害において、被災県協会からの報告が遅く、報告内容にもばらつきが

あったことから、災害時における迅速な被害状況の把握が可能となるよう、「ＬＰガス被害

状況報告書」の様式が見直され、全国的に統一されました。 

そのため、当協会においても、去る 3 月 17 日（水）に開催した理事会に諮り、ＬＰガス

災害対策マニュアルを改訂し、新様式に変更したところです。（災害対策マニュアルは被害

状況報告書の様式変更も含め、4 点の改訂を行っています。詳しくは、別添「ＬＰガス災害

対策マニュアルの改訂について」（理事会提出資料）をご覧ください。） 

ついては、貴事業所におかれては、今後、下記により災害時におけるＬＰガス被害状況の

迅速な報告に努めていただきますようよろしくお願いします。 

なお、報告意識の醸成を目的に、令和 3 年度高圧ガス保安活動促進週間（10 月 23 日～

29 日）中に、全会員を対象にした通報訓練を実施する予定にしており、この訓練に向け、

ＬＰガス販売事業所保安講習会（10 月上旬に開催予定）では、新しい報告書の記載内容や

通報の流れ、訓練の方法等について周知を図ることにしています。 

 

記 

１ 報告基準（様式１に明記） 

  次の場合には、協会からの要請の有無にかかわらず、速やかに報告してください。 

 ①自然災害（地震、水害、台風、噴火等）によりＬＰガスに関する被害が発生した場合 

②震度 5 弱以上の地震が発生した場合（被害がなくても報告） 

 ※ 全国ＬＰガス協会への報告基準は、過去の被害実態を踏まえ、これまでの震度 5 弱以上から 

震度 5 強以上へ変更されました。これ以外は当協会の報告基準と同じです。 

 

２ 報告様式（変更分に限る） 

  会員から所属支部長への報告・・・・・ 様式１  

  支部長から協会への報告・・・・・・・ 様式２ 

  協会から全国ＬＰガス協会への報告・・ 様式 4 

  

 

 

 

一般社団法人山口県ＬＰガス協会事務局 

TEL.083-925-6361/FAX.083-923-8366 

e-mail：yamalpgasu@mx52.tiki.ne.jp 
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ＬＰガス災害対策マニュアルの改訂について（保安委員会所管） 
 

１ 主な改訂理由 

① ＬＰガス被害状況報告書の様式の見直し、統一（H31.3.13 付け全Ｌ協保安 30 第 78 号） 

西日本豪雨災害において、各県協会からの被害状況の報告が遅く、報告内容にもばらつきが

あったことから、大規模災害発生時に迅速な被害状況の把握が可能となるよう、ＬＰガス被害

状況報告書の様式（当協会では、ＬＰガス災害対策マニュアルに規定）が見直され、全国的に

統一された。 

② 全国ＬＰガス協会への報告基準の見直し（H31.3.27 付け全Ｌ協保安 30 第 87 号） 

    ①に併せ、全国ＬＰガス協会への報告基準が見直された。  

 

 

 

 

 

 

 

③ 災害時における応急生活物資の供給取扱規程の改正（H30.４.20 付け山ＬＰ協第 29 号） 

  平成３０年度に当協会の「災害時における応急生活物資の供給取扱規程」を改正した。 

【改正内容】 

〇被災者支援の主体をＬＰガスによる「炊き出し」及び「仮設風呂」の提供とした。 

〇応急生活物資であるＬＰガスは、原則として協会員が一般消費者等へ日常的に供給している

流通容器（20kg、50kg 容器等）により供給することとし、燃焼器具は２口コンロ、炊き

出しセット、仮設風呂等とした。 

 ④ 県所管課の変更（H27.４.1） 

県の組織改編により所管課が防災危機管理課から消防保安課へ変更になった。 

 

２ 保安委員会における検討状況 

    ○「ＬＰガス被害状況報告書」の様式が平成 31 年 3 月に見直されて以降、令和元年度に保安

委員会を 3 回開催し、新様式への移行について検討 

  ○その間、事務局において全国の状況や新様式を使用した通報訓練の実施状況を調査 

  ○令和 2 年度第 1 回委員会において、ＬＰガス災害対策マニュアル改訂案の検討～決定 

  ○令和 2 年度第 2 回委員会において、令和 3 年 3 月に開催する理事会への改訂案提出を決定 

 

３ 改訂案 別添新旧対照表のとおり                              

 

４ 施行期日 

 このマニュアルは、理事会で承認された日（R3.3.17）から施行する。 

別 添 

（全国ＬＰガス協会への報告基準） 

  報告を要するのは、次のいずれかの場合とする。 

１ 自然災害（地震、水害、台風、噴火等）によるＬＰガスに関する被害が判明した 

場合（被害が発生すれば、災害規模によらず報告） 

２  震度５強以上の地震が発生した場合又は全国ＬＰガス協会から要請があった場合

（被害の有無にかかわらず報告） 
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ン
ロ
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 

④
 
そ
の
他
必
要
に
応
じ
て
供
給
で
き
る
も
の
 

    (
4
)
～
(8
)
 
［
略
］
 

③
 

８
 
被
害
状
況
の
報
告
 

(
1
)
 
災
害
情
報
等
の
収
集
・
伝
達
体
制
 

 
 
 
災
害
情
報
の
収
集
伝
達
は
次
の
体
制
で
行
う
も
の
と
す
る
。
 

  
 

    (
2
)
～
(3
)
 
［
略
］
 

８
 
被
害
状
況
の
報
告
 

(
1
)
 
災
害
情
報
等
の
収
集
・
伝
達
体
制
 

 
 
 
災
害
情
報
の
収
集
伝
達
は
次
の
体
制
で
行
う
も
の
と
す
る
。
 

  
 

    (
2
)
～
(3
)
 
［
略
］
 

④
 

国
 

県
（
消
防
保
安
課
）

 

会
長
・
副
会
長

 

全
Ｌ
協

 

協
会
事
務
局

 
支
部
長

 
会
 
員

 

国
 

県
（
防
災
危
機
管
理
課
）

 

会
長
・
副
会
長

 

全
Ｌ
協

 

協
会
事
務
局

 
支
部
長

 
会
 
員

 

別
 
添
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(
4
)
 
協
会
の
報
告
 

 
①
 
［
略
］
 

②
 
協
会
は
、
支
部
長
か
ら
の
被
災
状
況
・
復
旧
状
況
の
報
告
を
速
や
か
に
取
り
 

 
ま
と
め
、「

全
国
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会
へ
の
報
告
基
準
」
に
基
づ
き
、「

Ｌ
Ｐ
ガ
ス
被
害
 

状
況
報
告
書
」
（
様
式
４
）
に
よ
り
全
国
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会
に
報
告
す
る
。
ま
た
、
 

中
国
ブ
ロ
ッ
ク
各
県
協
会
及
び
関
係
団
体
に
対
し
、
必
要
に
応
じ
報
告
す
る
。
 

 

（
全
国
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会
へ
の
報
告
基
準
）
 

 
 
報
告
を
要
す
る
の
は
、
次
の
い
ず
れ
か
の
場
合
と
す
る
。
 

１
 
自
然
災
害
（
地
震
、
水
害
、
台
風
、
噴
火
等
）
に
よ
る
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
に
関
す
る
 

被
害
が
判
明
し
た
場
合
（
被
害
が
発
生
す
れ
ば
、
災
害
規
模
に
よ
ら
ず
報
告
）
 

２
 
 
震
度
５
強
以
上
の
地
震
が
発
生
し
た
場
合
又
は
全
国
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会
か
ら
要
 

請
が
あ
っ
た
場
合
（
被
害
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
報
告
）
 

 

(
4
)
 
協
会
の
報
告
 

 
①
 
［
略
］
 

②
 
協
会
は
、
被
災
状
況
・
復
旧
状
況
を
「
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
被
災
状
況
報
告
書
」（

様
式
 

４
）
に
よ
り
、
全
国
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会
に
報
告
す
る
。
ま
た
、
中
国
ブ
ロ
ッ
ク
各
県

協
会
及
び
関
係
団
体
に
対
し
、
必
要
に
応
じ
報
告
す
る
。
 

 

②
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①
 

様
式

１
 

 
販

売
事

業
所

→
支

部
長

 

   
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
平

成
 

 
 

年
 

 
 

月
 

 
 

日
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
時

 
 

 
 

分
現

在
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 支
部

長
 

殿
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

支
部

 

   
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

販
売

事
業

所
名

： 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

担
当

者
名

： 

   
  

  
  

  
  

  
  

  
 

Ｌ
Ｐ
ガ

ス
被

災
状

況
報

告
書

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（第
 

 
 

 
報

）
 

１
 

被
災

及
び

復
旧

（
供

給
開

始
）状

況
 

    
 被

災
市

町
名

 

     

   被
災

件
数

 

      
  

（件
） 

  
  

  
 

被
 

災
 

状
 

況
 

  
  

復
 

旧
 

状
 

況
 

  
 ①

 
  

②
 

  
③

 
  

④
 

  
⑤

 
  

⑥
 

  
⑦

 

 家
屋

倒
壊

に
よ

り
供

給
不

能
 

   
 （

件
） 

 容
器

転

倒
 

     
（件

） 

 容
器

流

出
 

     
（件

） 

ガ
ス

漏
れ

（①
~

③
に

よ
り

発

生
し

た
も

の

を
含

む
。

）  

  
 

 
 

 

（件
） 

 ①
~ ③

の
う

ち

供
給

開

始
 

   
（件

） 

 ③
の

う

ち
回

収

済
み

 

    
（件

） 

 ④
の

う

ち
対

応

済
み

 

    
（
件

） 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
  

合
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
注

１
：第

２
報

以
降

の
報

告
に

つ
い

て
は

、
最

新
（前

回
ま

で
の

報
告

数
を

含
ん

だ
ト

ー
タ

ル
）
の

件
数

を
記

入
す

る
こ

と
。
 

２
 

事
業

所
の

被
災

状
況

 

    

  
注

２
：
店

主
や

従
業

員
の

人
的

被
害

並
び

に
店

舗
、

販
売

施
設

及
び

在
庫

数
の

物
的

被
害

に
つ

い
て

簡
潔

に
記

入
す

る
こ

と
。
 

３
 

県
協

会
へ

の
要

請
、

連
絡

事
項

等
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

※
以
降
の
様
式
は
全
面
改
訂
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①
 

- 
12

 
-

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

様
式

２
 

 
 支

部
長

 
→

 
協

会
 

 
  

  
 

  
  

  
 

  
  

 
  

  
 

  
  

 
  

平
成

 
 

 
年

 
 

 
月

 
 

 
日

 

  
 

  
 

  
  

 
  

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

時
 

 
 

 
分

現
在

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
一

社
）
山

口
県

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

 
  

 殿
 

  
 

  
 

  
  

 
  

  
  

 
  

  
 

  
  

 
  

 
  

  
 

  
  

 
  

  
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
支

部
長

 

   
 

  
 

  
  

 
  

  
  

 
  

  
 

  
  

 
  

 
  

  
 

  
  

 
  

  
 

  
  

 
  

 
  

報
告

者
氏

名
：
 

   
 

  
 

  
  

 
  

  
  

 
 

Ｌ
Ｐ
ガ

ス
被

災
状

況
報

告
書

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

（
第

 
 

 
 

報
）

  

１
 

支
部

会
員

事
業

所
の

報
告

状
況

 

 支
部

内
の

会
員

事
業

所
数

 
 

 報
告

の
あ

っ
た

事
業

所
数

 
 

２
 

被
災

及
び

復
旧

（
供

給
開

始
）
状

況
 

    
 
被

災
市

町
名

 

     

   被
災

件
数

 

     
  

 （
件

）
 

 
  

  
 
 

被
 

災
 

状
 

況
 

 
  

 復
 

旧
 

状
 

況
 

 
  

①
 

  
②

 
 

 ③
 

  
④

 
 

 ⑤
 

  
⑥

 
  

⑦
 

 家
屋

倒
壊

に
よ

り
供

給
不

能
 

  
  

（
件

）
 

 容
器

転

倒
 

     
（
件

）
 

 容
器

流

出
 

    
 （

件
）
 

ガ
ス

漏
れ

（
①

~

③
に

よ
り

発

生
し

た
も

の

を
含

む
。

）  

  
 

 
 

 
（
件

）
 

 ①
~
③

の
う

ち

供
給

開

始
 

  
 （

件
）
 

 ③
の

う

ち
回

収

済
み

 

    
（
件

）
 

 ④
の

う

ち
対

応

済
み

 

    
（
件

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
  

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
  

 合
 

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
注

１
：
第

２
報

以
降

の
報

告
に

つ
い

て
は

、
最

新
（
前

回
ま

で
の

報
告

数
を

含
ん

だ
ト

ー
タ

ル
）
の

件
数

を
記

入
す

る
こ

と
。
 

３
 

事
業

所
の

被
災

状
況

 

     

 
 注

２
：
店

主
や

従
業

員
の

人
的

被
害

並
び

に
店

舗
、

販
売

施
設

及
び

在
庫

数
の

物
的

被
害

に
つ

い
て

簡
潔

に
記

入
す

る
こ

と
。
 

４
 

県
協

会
へ

の
要

請
、

連
絡

事
項

等
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①
 

                        

 

 

 
 

  
 
 

  
  

 
 

  
 

  
 
 

 
 

 
 
 

  
 
 

  
 

  
 

 
  

 
  

 
 
 

 
 

 
 
  

 
 
  

 
  

 
 

  
 

  
 
 

 
 

  
 

  
 
 

  
 
 

様
式

４
 

 
 

 
  

 
 
 

 
 
  

 
 
 

 
  

 
 
 

 
 
 

 
 

  
 
 

 
 
  

 
 
 

 
 

  
 
 

 
 

 
 
 

  
 
 

  
 
  

 
 
 
 
平

成
 

 
年

 
 

月
 

 
 

日

時
 

 
分

現
在

  
（
一

社
）
全

国
Ｌ

Ｐ
ガ

ス
協

会
 

 
宛

 

 
 

F
A

X
 

 
 

E
メ

ー
ル

 

協
会

名
 

（
一

社
）
山

口
県

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

 

 
 

  
 
 

  
  

 
 

  
 

  
 
 

 
 

 
 
 

  
 
 

  
 

  
 

 
  

 
  

 
 
 担

当
者

名
：
 

 

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

被
災

状
況

報
告

書
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
第

 
 

 
報

）
 

 
１
 

被
災

及
び

復
旧

（
供

給
再

開
）
状

況
 

   被
災

市
町

村
名

 

    

  被
災

地
に

お
客

様
が

あ
る

販
売

所
事

業
者

数
 

（
所

）
 

  
 
①

 

被
災

地
に

お

け
る

被
災

前

の
供

給
（
お

客
様

）
件

数
 

  
 
（
件

）
 

 
 

  
 
被

災
状

況
（
①

の
内

訳
）
 

 
 

  
 
復

旧
状

況
（
③

の
内

訳
）
 

 
 

 ②
 

①
の

う
ち

被
害

が
な

く
供

給
し

て
い

る
件

数
 

   
 

 （
件

）
 

 
 

 ③
 

①
の

う
ち

家
屋

倒
壊

・
容

器
転

倒
・
ガ

ス
漏

れ

等
の

被
害

が

あ
っ

た
件

数
 

 
 
 

（
件

）
 

①
－

｛
②

＋

③
｝
 

①
の

う
ち

被
害

状
況

未
確

認

件
数

 

   
 

（
件

）
 

 
 
④

 

③
の

う
ち

家

屋
倒

壊
等

に

よ
り

供
給

が

で
き

な
く
な

っ

た
件

数
 

 
 

（
件

）
 

 
  

⑤
 

③
の

う
ち

修
復

等
が

完
了

し
供

給
で

き
る

よ
う

に
な

っ
た

件
数

 

  
 
 

（
件

）
 

③
－

｛
④

＋

⑤
｝
 

③
の

う
ち

修
復

等
未

完
了

件

数
 

  
 

 
（
件

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
合

 
計

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

注
１

）
被

災
市

町
村

数
が

上
表

よ
り

多
い

場
合

は
、

行
を

追
加

し
て

ご
記

入
く

だ
さ

い
。
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

注
２

）
第

２
報

以
降

の
報

告
に

つ
い

て
は

、
最

新
（
前

回
ま

で
の

報
告

数
を

含
ん

だ
ト

ー
タ

ル
）
件

数
を

ご
記

入
く
だ

さ
い

。
 

 
 

 

２
 

全
国

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

へ
の

要
請

事
項

 

 
①

 
人

員
：
 

 
 
②

 
 
物

資
：
 

 
 
③

 
 
そ

の
他

：
 

 ３
 

こ
れ

ま
で

に
実

施
し

た
周

知
、

広
報

、
依

頼
等

 

 
①

 
販

売
事

業
所

対
象

：
 

 
 
②

 
 
消

費
者

対
象

：
 

 
 
③

 
 
地

方
公

共
団

体
（
県

・
市

長
村

等
）
対

象
：
 

様
式
４
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災
害
時
に
お
け
る
被
害
状
況
の
報
告

①
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
の
被
害
が

あ
り
ま
す
か
？

②
震
度
５
弱
以
上
の

地
震
で
す
か
？

報
告
の
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
。

協 会 か ら の 要 請 の 有 無 に か か わ ら ず 、

速 や か に 被 害 状 況 を 報 告 し て く だ さ い 。

１
報
告
様
式
及
び
報
告
先

（
１
）
会
員

①
報
告
様
式
・
・
・様
式
１
（
マ
ニ
ュ
ア
ル
p
.1
3）

②
報
告
先
・
・
・・
・所
属
支
部
長
（
裏
面
参
照
）

※
支
部
長
が
会
員
か
ら
の
報
告
を
と
り
ま
と
め

（
２
）
支
部
長

①
報
告
様
式
・
・
・様
式
２
（
マ
ニ
ュ
ア
ル
p
.1
4）

②
報
告
先
・
・
・・
・協
会
事
務
局

F
A
X
.0
8
3
-9
23
-8
36
6

２
報
告
媒
体

フ
ァ
ク
ス
を
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

た
だ
し
、
未
設
置
の
場
合
は
電
話
対
応
。

Y
E
S

Y
E
S

N
O

〇
被
害
状
況
の
報
告

〇
地
震
、
水
害
、
台
風
等
が
発
生
し
た
と
き

Ｌ
Ｐ
ガ
ス
災
害
対
策

マ
ニ
ュ
ア
ル
概
要
版

※
協
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
も
掲
載
し
て
い
ま
す
。
報
告
様
式
を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
の
で
、
会
員

向
け
ペ
ー
ジ
内
の
専
用
バ
ナ
ー
か
ら
お
入
り
く
だ
さ
い
。
（
詳
細
は
別
添
「
閲
覧
方
法
」
参
照
）

N
O

※
被
害
状
況
を
報
告

※
被
害
が
な
く
て
も

報
告
（
L
IN
E
可
）
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支
部

支
部
⾧
事
業
所

Te
l.

Fa
x.

支
部

支
部
⾧
事
業
所

Te
l.

Fa
x.

岩
国

㈱
ウ
エ
ム
ラ
エ
ナ
ジ
ー

08
27

-3
1-
81

81
08

27
-3
2-
22

66
山
口

㈱
え
び
す
や

08
3-
92

2-
08

04
08

3-
92

3-
87

53

大
島

山
田
日
之
出
ガ
ス
㈱

久
賀
営
業
所

08
20

-7
2-
02

33
08

20
-7
2-
02

35
吉
敷

㈱
マ
ダ

08
3-
97

2-
09

00
08

3-
97

2-
08

31

柳
井

秋
元
産
業
㈱

08
20

-2
2-
02

48
08

20
-2
2-
11

22
宇
部
小
野
田

㈲
イ
ズ
モ
ヤ

08
36

-5
1-
92

35
08

36
-5
1-
67

55

光
㈱
前
田
商
店

08
33

-7
1-
02

33
08

33
-7
2-
39

40
厚
狭

山
陽
プ
ロ
パ
ン
㈱

08
36

-7
6-
02

24
08

36
-7
6-
20

10

下
松

イ
ワ
タ
ニ
山
陽
㈱

東
山
口
支
店

08
33

-4
1-
43

28
08

33
-4
3-
12

16
下
関

㈲
下
関
燃
料

08
3-
25

7-
12

53
08

3-
25

7-
19

41

徳
山

西
日
本
液
化
ガ
ス
㈱

周
南
支
店
徳
山
営
業
所

08
34

-2
5-
15

74
08

34
-2
5-
07
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保存版 

「災害時における被害状況の報告（協会 HP）」閲覧方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           

 

 

 

         

①会員向けページへ 

ﾕｰｻﾞｰ名 lpgas 
ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ yama01 

②バナーをクリックして移動 

④必要に応じてダウンロード 

 ・様式１（会員用） 

・様式２（支部長用） 

③被害状況報告の必要性判断 

（フロー図で簡便に） 

⑤様式に記入しファクス送付 

・会員は支部長（送付先を支部

長一覧表で確認）へ 

・支部長は支部会員からの報告 

を取りまとめ協会事務局へ 

- 20-



 

                              山ＬＰ協第 ７８ 号 

                              令和３年 ８月 ３日 

 

会 員 各 位 
 
                                            （一社）山口県ＬＰガス協会 

会 長  服 部 典 之 

 

 

ＬＰガス被害状況報告書の新様式への移行に伴う通報訓練の実施について 

 

 平素から協会の事業に格別のご支援、ご協力をいただき、厚くお礼申し上げます。 

さて、西日本豪雨災害において、被災県協会からの報告が遅く、報告内容にもばらつきが

あったことから、災害時の迅速な被害状況の把握が可能となるよう「ＬＰガス被害状況報告

書」の様式が見直し、統一され、当協会においても、昨年度第 4 回理事会に諮り、新様式へ

移行したところです。 

つきましては、この新様式の周知と、報告意識の醸成を目的として、全会員を対象とした

通報訓練を下記により実施しますので、よろしくお願いします。 

 

記 

 

１ 日 時 １０月１９日（火）午前９時から（午前中） 
※高圧ガス保安活動促進週間（10 月 23 日～29 日）の一環として実施 

 

２ 訓練内容 

（１）被害状況報告書（新様式）による通報 

 別添「通報訓練実施要領」（保安委員会作成）のとおり 

 

（２）LINE 公式アカウントによる被害情報等の収集 

   （目 的） 

○迅速な被害状況の把握（災害初期） 

会員：LINE により被害の有無を速報→（有りの場合）被害状況報告書を別途提出 

○被害状況写真等をリアルタイムで収集・活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 販売事業所保安講習会の開催（同封の開催通知（県と協会の連名）参照） 

  10 月５日（火）・６日（水）に開催する販売事業所保安講習会において、訓練内容に 

ついてご説明いたします。 

 

 

◎協会 LINE 公式アカウント登録のお願い 

協会において、会員間の情報配信ツールとして LINE 公式アカウントを取得した 

ところであり、災害に強く、また、機動性に優れていることから、これを災害時 

の被害情報の収集にも活用してまいります。 

つきましては、会員の皆様の積極的な登録を 

よろしくお願いします。 

一般社団法人山口県ＬＰガス協会事務局 
TEL.083-925-6361/FAX.083-923-8366 

e-mail：yamalpgasu@mx52.tiki.ne.jp 

登録はこちらから 

- 21-

owner
テキスト ボックス

資料３




1

西日本豪雨災害におけるＬＰガス被害状況の通報の振り返り
今回の災害に関する経済産業省でのＬＰガスに関する認識

１．被害情報について各県および県協会からの報告状況にバラつきがあった。
⇒報告様式が異なっており、情報がバラバラであり、このような場合、細かい報告を挙げ
た県の情報が基準になって他県においても同様の報告を求められることがある。

２．被害情報が遅いと認識された（１～２週間の話でなく発災から２か月でも未確定）。
【原因】
①【様式の問題点】全Ｌ協の報告様式が細かすぎて販売事業者にとって負担増。
（例）市町村ごとの被害情報記載することが事業者にとって困難。
（例）「発災前消費者戸数」を「被害があり供給停止中」「復旧済み」「未確認」に分類
することになっており、立入禁止区域等が常に未確認として残ってしまうこと
（例）「被害があった件数」に点検数を記載する事業者が多数あり、被害件数が増大し、
その内容調査に時間が掛かってしまった点。

② 会員事業者が災害時に被害情報報告を協会、支部に送るという意識が希薄で、一部事
業者にヒアリングをしたところ、報告様式や報告基準等に関する認識を持っていない（さ
らには２報、３報がこない）。そのような中、県協会が直接事業者に報告を催促すること
になり、非常に県協会の事務局員の負担が増大。

報告に関する要請事項 ②事業者の報告の意識醸成（通報訓練実施）
【支部機能の強化、災害報告の意識醸成】

 コミュニティーガス事業では２０年以上に亘り年２回の通報訓練を実施しており、災害発生時にも
行政が催促等を行うことなく被害報告を送付する意識・体制ができている。

 一方、ＬＰガスに関しては、防災訓練等は実施しているが、各事業者が報告書を提出する通報訓練
までは実施されていないことがある。そのため、報告様式を認識していなかったり、災害時に要請
しなければ報告してこない現状がある。

【要請事項】
 定期的な通報訓練の実施

【補足】

【よく実施されている通報訓練】

災害電話の通報訓練、中核通報訓練、携帯電話等
の通報訓練など

【全Ｌ協がここで求める通報訓練】

各販売事業者が様式に則った被害報告を支部⇒県
協会のルートで報告する通報訓練
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災害対応に関する要請事項（全Ｌ協）




ＬＰガス被害状況報告書の新様式への移行に伴う通報訓練実施要領 
 

１ 目 的 

 西日本豪雨災害において、被災県協会からの報告が遅く報告内容にばらつきもあったことから、 

災害時の迅速な被害状況の把握が可能となるよう、「ＬＰガス被害状況報告書」の様式が全国的に 

見直し、統一された。 

 当協会においても、昨年度第 4 回理事会に諮り新様式へ移行したばかりであり、その記載内容や 

通報の方法等についての周知と報告意識の醸成を目的として、下記により全会員を対象とした通報 

訓練を実施する。 

 

２ 訓練日時 

  令和 3 年度の高圧ガス保安活動促進週間（10 月 23 日～29 日）中（訓練日時を予告の上実施） 

 

３ 訓練内容 ※別紙「通報訓練の流れ」参照 

（１）訓練開始 

  ①協会から各支部長へ訓練開始を連絡（訓練様式１） 

  ②各支部長から支部会員へ訓練開始を伝達（訓練様式２） 

（２）被害状況の報告 ※ＬＰガス災害対策マニュアルの８（被害状況の報告）に規定 

  ③支部会員は「ＬＰガス被害状況報告書」（ＬＰガス災害対策マニュアルの様式１）の事業所欄 

（事業所名、担当者名及び電話番号）、報告番号及び発信日時を記載して所属支部長へ報告 

④支部長は支部会員からの報告（添付省略）を、「ＬＰガス被害状況報告書」（ＬＰガス災害対策 

マニュアルの様式２）に取りまとめて協会へ報告（未報告の会員がある場合には、訓練開始後

30 分が経過した時点で催促し、午前中を限度に報告を取りまとめてください。） 

（３）被害状況の取りまとめ 

  ⑤協会は各支部からの報告状況（報告時刻及び報告件数）を取りまとめ、「通報訓練結果報告書」

（訓練様式３）を作成 

（４）訓練終了 

  ⑥協会は、「通報訓練結果報告書」を添付し、訓練終了を各支部長へ連絡（訓練様式４） 

  ⑦各支部長から支部会員へ訓練終了を伝達（訓練様式５） 

 

４ 報告（連絡）媒体 

  ファクスを使用する。ただし、未設置事業所は電話対応（受信日時の記録が必要）。 

 

５ 通報訓練説明会の開催 

  通報訓練の実効性を高めるため、訓練に先駆け、令和３年度販売事業所保安講習会において説明

会を開催し、被害状況報告書の記載内容や通報の流れ、訓練の方法等について会員に周知する。 

 

６ 訓練結果の通知 

  訓練終了後２週間以内に訓練結果を取りまとめ、協会ホームページ（会員向けページ）を通じて

会員に通知する。 
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会員⇒支部長 

山口県ＬＰガス協会       支部長 様                   様式１ 

報告事業所名称 

（支店等名含む） 
 

担当者氏名  

電話番号  

ＬＰガス被害状況報告書（第 1・ 2・ 3・ 4・ 5     報） 
 年  月  日  時  分現在  

報告書記入にあっての注意事項 
１．自然災害（地震、水害、台風、噴火等）によるＬＰガスに関する被害が発生した場合、または、震度５弱以上の地震が発生 

した場合には被害がなくてもご提出ください。また、第１報は被害情報の全てが把握できていなくても、判明している限りで 

出来る限り速やかにお願いします。 

２．ＦＡＸ・メールが使用不能の場合、電話で報告をお願いします。 

３．第１報後、新たに被害が判明した場合、または前回の報告から数字が変更になった場合は出来る限り速やかに報告をお願い 

します。(同一用紙を使用可・この場合、第２報は１及び２を○で囲むこととなり、変更した数字を修正してください。)  
 

１．自社の被害（被害の有無に○をつけてください。有りの場合は概要を記載） 
項 目 被害の有無 詳  細 

Ａ 事業主・従業員の安否 無事・有事 
(被害の人数や程度） 

 

Ｂ 事務所の被害 無・有 
(被害の程度） 

 

Ｃ 容器置場・充填所 無・有 
(被害の程度） 

 

Ｄ スタンド 
該当なし 

無・有 

(被害の程度） 

 

Ｅ 車両 無・有 
(被害の台数や程度） 

 

Ｆ バルクローリー 
該当なし 

無・有 

(被害の台数や程度） 

 

２．消費先の被害 
下記のＥ、Ｆ以外は概数でかまいません。 

Ａ 災害前のＬＰガス供給世帯数（概数記載可） 
        

戸 

Ｂ 家屋倒壊や、避難等により供給復旧が見込めない世帯数（概数記載可） 
 

戸 

Ｃ 立入禁止等の理由により、被害状況の確認が出来ない世帯数（概数記載可） 
 

戸 

Ｄ Ｂ及びＣを除いた世帯数【Ｄ＝Ａ－（Ｂ+Ｃ）】 
 

戸 

 

 

 

Ｄの内 

被害状況と未復旧数 

Ｅ ガス漏れ、漏えい爆発、漏えい火災のあった件数 
 

戸 

Ｆ Ｅのうち、未復旧件数 
 

戸 

Ｇ 
E に該当しないが、メーターや調整器の交換及び工事等が必要な件数 

（概数記載可） 

 

戸 

Ｈ Ｇのうち、未復旧件数 
 

戸 

未確認世帯数【Ｃ】および未復旧件数【Ｆ】及び【Ｈ】がゼロになるまで、報告お願いします。 

E は容器の流出によるものはガス漏れに含みません。 

 

Ｉ：【Ｅ ガス漏れ・爆発・火災の被害の詳細】 ※ 発生場所（市区町村名）、発生日時は必ず記入 

 

 

 

３．容器の流出（判明している限りで構いません） 

A：消費先軒先からの流出・埋没本数 本 B：うち、累積回収本数 本 

C：その他（充填所・貯蔵施設・容器置場等）からの流出・埋没本数 本 D：うち、累積回収本数 本 
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会員⇒支部長            訓練時記載例（岩国支部の場合） 

山口県ＬＰガス協会 岩国 支部長 様                      様式１ 

報告事業所名称 

（支店等名含む） 
○○(株)山口支店岩国営業所 

担当者氏名 ○○ ○○ 

電話番号  ０８２７－○○－○○○○ 

ＬＰガス被害状況報告書（第 1・ 2・ 3・ 4・ 5     報） 
                        令和３年１０月○○日○○時○○分現在  

報告書記入にあっての注意事項 
１．自然災害（地震、水害、台風、噴火等）によるＬＰガスに関する被害が発生した場合、または、震度５弱以上の地震が発生 

した場合には被害がなくてもご提出ください。また、第１報は被害情報の全てが把握できていなくても、判明している限りで 

出来る限り速やかにお願いします。 

２．ＦＡＸ・メールが使用不能の場合、電話で報告をお願いします。 

３．第１報後、新たに被害が判明した場合、または前回の報告から数字が変更になった場合は出来る限り速やかに報告をお願い 

します。(同一用紙を使用可・この場合、第２報は１及び２を○で囲むこととなり、変更した数字を修正してください。)  
 

１．自社の被害（被害の有無に○をつけてください。有りの場合は概要を記載） 
項 目 被害の有無 詳  細 

Ａ 事業主・従業員の安否 無事・有事 
(被害の人数や程度） 

 

Ｂ 事務所の被害 無・有 
(被害の程度） 

 

Ｃ 容器置場・充填所 無・有 
(被害の程度） 

 

Ｄ スタンド 
該当なし 

無・有 

(被害の程度） 

 

Ｅ 車両 無・有 
(被害の台数や程度） 

 

Ｆ バルクローリー 
該当なし 

無・有 

(被害の台数や程度） 

 

２．消費先の被害 
下記のＥ、Ｆ以外は概数でかまいません。 

Ａ 災害前のＬＰガス供給世帯数（概数記載可） 
        

戸 

Ｂ 家屋倒壊や、避難等により供給復旧が見込めない世帯数（概数記載可） 
 

戸 

Ｃ 立入禁止等の理由により、被害状況の確認が出来ない世帯数（概数記載可） 
 

戸 

Ｄ Ｂ及びＣを除いた世帯数【Ｄ＝Ａ－（Ｂ+Ｃ）】 
 

戸 

 

 

 

Ｄの内 

被害状況と未復旧数 

Ｅ ガス漏れ、漏えい爆発、漏えい火災のあった件数 
 

戸 

Ｆ Ｅのうち、未復旧件数 
 

戸 

Ｇ 
E に該当しないが、メーターや調整器の交換及び工事等が必要な件数 

（概数記載可） 

 

戸 

Ｈ Ｇのうち、未復旧件数 
 

戸 

未確認世帯数【Ｃ】および未復旧件数【Ｆ】及び【Ｈ】がゼロになるまで、報告お願いします。 

E は容器の流出によるものはガス漏れに含みません。 

 

Ｉ：【Ｅ ガス漏れ・爆発・火災の被害の詳細】 ※ 発生場所（市区町村名）、発生日時は必ず記入 

３．容器の流出（判明している限りで構いません） 

A：消費先軒先からの流出・埋没本数 本 B：うち、累積回収本数 本 

C：その他（充填所・貯蔵施設・容器置場等）からの流出・埋没本数 本 D：うち、累積回収本数 本 
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支部長⇒協会 

様式２ 

   
    年   月   日 

     時   分現在 
                           

（一社）山口県ＬＰガス協会 御中 
ＦＡＸ ：083-923-8366 

Ｅ-mail：yamalpgasu@mx52.tiki.ne.jp 

 
支部名            支部 

報告者氏名             

電話番号              

 

Ｌ Ｐ ガ ス 被 害 状 況 報 告 書 

（第  報） 
 

１．支部内会員事業所報告状況 

 

（１）支部内会員事業所数       事業所 

 

（２）報告のあった事業所数      事業所 

 

 

２．被害の状況 

別添「ＬＰガス被害状況報告書（会員→支部長）」のとおり 

  

   送信枚数      枚（本状を除く） 

   

 

３．支部からの要請、連絡事項等 
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訓練様式１ 

訓 練 開 始 
（協会⇒支部長） 

 

岩国支部長 様（(株)ウエムラエナジーFAX.０８２７－３２－２２６６） 
大島支部長 様（山田日之出ガス(株)久賀営業所FAX.０８２０－７２－０２３５） 
柳井支部長 様（秋元産業(株) FAX.０８２０－２２－１１２２）  
光支部長 様（(株)前田商店FAX.０８３３－７２－３９４０） 
下松支部長 様（イワタニ山陽(株)東山口支店FAX.０８３３－４３－１２１６） 
徳山支部長 様（西日本液化ガス(株)周南支店徳山営業所FAX.０８３４－２５－０７１７） 
都濃支部長 様（重富商店FAX.０８３４－８３－２１３０） 
防府徳地支部長 様（(株)三友 FAX.０８３５－２４－１７３８） 
山口支部長 様（(株)えびすやFAX.０８３－９２３－８７５３） 
吉敷支部長 様（(株)マダFAX.０８３－９７２－０８３１） 
宇部小野田支部長 様（(有)イズモヤFAX.０８３６－５１－６７５５） 
厚狭支部長 様（山陽プロパン(株) FAX.０８３６－７６－２０１０） 
下関支部長 様（(有)下関燃料FAX.０８３－２５７－１９４１） 
美祢支部長 様（(株)豊田石油店麻生給油所FAX.０８３７－５７－００４５） 
長門支部長 様（(有)田村石油店FAX.０８３７－３２－０９１８） 
萩支部長 様（服部産業(株) FAX.０８３８－２５－５３５４）  
 
 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   山口県ＬＰガス協会 

ＴＥＬ．０８３－９２５－６３６１ 
ＦＡＸ．０８３－９２３－８３６６ 

 メール yamalpgasu@mx52.tiki.ne.jp 

【災害想定】 

○本日９時に大規模地震（山口県は全域震度５弱以上※とする。）

が発生したという想定で訓練を実施します。 

 ※被害がなくても被害状況報告書の提出が必要 

【要請事項】 

○直ちに支部内の被害状況を取りまとめ、被害状況報告書（別添 

様式２）により協会へ報告（訓練のため、支部会員からの報告書 

（様式１）の添付は省略）してください。 

訓練用 
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訓練様式２ 

訓 練 開 始 
（支部長⇒支部会員） 

 

支部会員 各位 
 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

     山口県ＬＰガス協会      支部 

ＴＥＬ．○○○－○○○－○○○○ 
ＦＡＸ．○○○－○○○－○○○○ 

 メール      ＠        

【災害想定】 

○本日９時に大規模地震（山口県は全域震度５弱以上※とする。）

が発生したという想定で訓練を実施します。 

 ※被害がなくても被害状況報告書の提出が必要 

【要請事項】 

○直ちに被害状況を被害状況報告書（別添様式１）により支部長へ

報告してください。 

（注意事項） 

・訓練のため、様式１には事業所欄（事業所名、担当者名及び 

 電話番号）、報告番号及び発信日時のみ記載してください。 

・報告はファクスをご利用ください。ただし、未設置事業所は、

電話での報告をお願いします。 

訓練用 
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訓練様式３

１ 通報状況

支部名 報告時刻 会員事業所数 報告事業所数 報告割合（％）

岩 国 #DIV/0!

大 島 #DIV/0!

柳 井 #DIV/0!

光 #DIV/0!

下 松 #DIV/0!

徳 山 #DIV/0!

都 濃 #DIV/0!

防府徳地 #DIV/0!

山 口 #DIV/0!

吉 敷 #DIV/0!

宇部小野田 #DIV/0!

厚 狭 #DIV/0!

下 関 #DIV/0!

美 祢 #DIV/0!

⾧ 門 #DIV/0!

萩 #DIV/0!

合 計 #DIV/0!

２ その他

通報訓練結果報告書
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訓練様式４ 

訓 練 終了 
（協会⇒支部長） 

 

岩国支部長 様（(株)ウエムラエナジーFAX.０８２７－３２－２２６６） 
大島支部長 様（山田日之出ガス(株)久賀営業所FAX.０８２０－７２－０２３５） 
柳井支部長 様（秋元産業(株) FAX.０８２０－２２－１１２２）  
光支部長 様（(株)前田商店FAX.０８３３－７２－３９４０） 
下松支部長 様（イワタニ山陽(株)東山口支店FAX.０８３３－４３－１２１６） 
徳山支部長 様（西日本液化ガス(株)周南支店徳山営業所FAX.０８３４－２５－０７１７） 
都濃支部長 様（重富商店FAX.０８３４－８３－２１３０） 
防府徳地支部長 様（(株)三友 FAX.０８３５－２４－１７３８） 
山口支部長 様（(株)えびすやFAX.０８３－９２３－８７５３） 
吉敷支部長 様（(株)マダFAX.０８３－９７２－０８３１） 
宇部小野田支部長 様（(有)イズモヤFAX.０８３６－５１－６７５５） 
厚狭支部長 様（山陽プロパン(株) FAX.０８３６－７６－２０１０） 
下関支部長 様（(有)下関燃料FAX.０８３－２５７－１９４１） 
美祢支部長 様（(株)豊田石油店麻生給油所FAX.０８３７－５７－００４５） 
長門支部長 様（(有)田村石油店FAX.０８３７－３２－０９１８） 
萩支部長 様（服部産業(株) FAX.０８３８－２５－５３５４）  
 
 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   山口県ＬＰガス協会 

ＴＥＬ．０８３－９２５－６３６１ 
ＦＡＸ．０８３－９２３－８３６６ 

 メール yamalpgasu@mx52.tiki.ne.jp 

 

これで訓練を終了します。各支部には大変お疲れ様でした。 

本日の訓練結果を別添「ＬＰガス通報訓練結果報告書」のとおり

報告します。訓練について気づき等がありましたら、１週間以内に

別紙により協会へお知らせください。 

 

○梅雨時期や台風シーズンの前には、支部内で改めて被害状況の 

報告や報告様式について再確認をお願いします。 

訓練用 
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通報訓練についての気づき等 

支部名  支部長名  

○報告を催促したり未報告がある場合はその状況について教えてください。 

                                                                        

                                   

                                   

                                       

                                            

                                   

○支部会員から問い合わせ等がありましたら、その内容を教えてください。 

                                                                        

                                   

                                   

                                       

                                                       

                                   

○その他、訓練についての気づき等がありましたら自由にご記入ください。 

                                                     

                                   

                                   

                                       

                                                       

                                   

                                                                        

                                   

                                   

                                       

                                                 

                                   

                                                                        

                            

 

別 紙 
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訓練様式５ 

訓 練 終了 
（支部長⇒支部会員） 

 

支部会員 各位 
 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

      

     山口県ＬＰガス協会      支部 

ＴＥＬ．○○○－○○○－○○○○ 

ＦＡＸ．○○○－○○○－○○○○ 

                         メール      ＠       

訓練用 

これで訓練を終了します。各支部会員には大変お疲れ様でした。 

 

○訓練結果は協会ホームページに掲載します。 

 ・掲載日 訓練終了後２週間以内 

 ・掲載欄 会員向けページ 

       ユーザー名 lpgas 

       パスワード yama01 

 

○今後、地震、水害、台風、噴火等によりＬＰガス被害が発生した

場合、または、震度５弱以上の地震が発生した場合には被害が 

なくても、被害状況を「ＬＰガス被害状況報告書」（様式１）に

より直ちに支部長へ報告してください。 
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LINE 公式アカウントによる被害情報の収集（通報訓練） 

 

①10 月 19 日（火）午前 9時に協会から送付します。 

②URL をクリックすると回答フォーム（下記参照）に 

切り替わります。 

③質問は全部で 6問（Ｑ1～5は必須）あります。 

④記入後、送信ボタンを押して送信してください。 

⑤報告は午前中にお願いします。 

 

 
山口県ＬＰガス協会通報訓練（R3.10.19） 

 

ＬＰガス被害状況報告書の新様式への移行に伴う通報訓練を

実施します。 

被害状況報告書による通報（FAX）に加え、LINE により被害

の有無を報告してください。 

〇会員（販売事業所）が報告の対象です。 

〇訓練ですので、事業所、消費先のいずれも被害なし、容器 

の流出・埋没なしでご回答ください。 

 
＊必須 

Ｑ１ 所属する支部をお選びください。＊ 

〇 岩国支部 

〇 大島支部 

〇 柳井支部 

〇 光支部 

〇 下松支部 

〇 徳山支部 

〇 都濃支部 

〇 防府徳地支部 

〇 山口支部 

〇 吉敷支部 

〇 宇部小野田支部 

〇 厚狭支部 

〇 下関支部 

〇 美祢支部 

〇 長門支部 

〇 萩支部 

〇 その他 

Ｑ２ 事業所名をご記入ください。＊ 

 （例）〇〇（株）△△営業所 

記述式テキスト（短文回答）           

 

Ｑ３ 事業所に人的･物的被害がありますか。＊ 

□ 人的被害あり 

□ 物的被害あり 

□ 人的・物的被害なし 

□ 不明 

Ｑ４ 消費先（お客様）にＬＰガスの被害がありま

すか。＊ 

〇 被害あり 

〇 被害なし 

〇 不明 

Ｑ５ 容器の流出・埋没がありますか。＊ 

□ 容器の流出あり 

□ 容器の埋没あり 

□ 容器の流出・埋没なし 

□ 不明 

Ｑ６ 被害がある場合は、その状況を簡便にご記入

ください。（状況の分かる写真があれば LINE で送付

してください。） 

記述式テキスト（長文回答）           

 

 

送信 

（回答フォーム） 
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被害状況報告の確実な実施に向けて（目標） 

 

（１）被害状況報告書（新様式）による報告（FAX） 

  （被害状況報告書の流れ） 

〇会員（様式１）→〇支部長（様式２）→〇協会事務局 

①別添「災害時における被害状況の報告（保存版）」の常備化 

（２）LINE 公式アカウントによる災害初期情報の報告（LINE） 

   〇登録会員※→〇協会事務局 

           ※協会を挙げた登録の推進 

   

   

②各販売事業所 1 名以上の登録        

   

 

 

 

 

 

 

 

 

③定期的な通報訓練の実施（報告意識の醸成） 

 

 

 

 

（お願い） 

〇登録が完了すると、協会事務局から 

あいさつメッセージが届きます。 

〇このメッセージに沿って、支部名、 

 事業所名及び氏名（フルネーム）を 

再度返信してください。 

〇事務局で取りまとめ、登録者リスト 

を作成します。 

今回の訓練結果

の取りまとめ 

及び課題の把握 

 

令和４年度通報

訓練の実施 

（梅雨前） 

訓練結果の取り

まとめ及び課題

の把握 

令和５年度通報

訓練の実施 

（梅雨前） 

・・・ 

この場で登録を 

よろしくお願い 

します。 

- 35-




